
病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備支援事業フローチャート（施設整備） 

※ 連携する病院は、原則として同一の構想区域内の病院である。 

Q2 病院が行う施設整備が、地域医療構想に基づき、その 

  地域に将来必要とされる病床機能の転換である。 
いいえ

補助対象ではありません。 はい 

Q3 さらに、他施設との連携強化を図り、病床機能の分化 

  ・連携の促進に特に資する施設整備である。 
      

  [具体例] 

  ・医療相談室等の地域医療連携機能を持った組織を設 

   置、拡充等を行い、地域医療連携の促進に寄与する 

   こと。 

  ・地域ネットワーク（「キビタン健康ネット」等）へ 

   の接続を行い、地域医療連携システムに参画するこ 

   と。 

いいえ 

補助基準額は、補助対象経費表の「施設 

整備」における「単独型区分１」の額と 

なります。 

はい 

補助基準額は、補助対象経費表の「施設 

整備」における「単独型区分１」の額と 

なり、さらに加算として、加算額が基準 

額に加算されます。 

Q1 本事業を一つの病院において本事業を実施する場合は、Q2へ 

  同一構想区域内（※）の複数病院間の連携により本事業を実施する場合はQ4へ  

Q4 へ 
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Q6 へ 

Q4  自施設が行う施設整備が、地域医療構想に基づき、その地域に将来必要とされる病床 

    機能への転換である場合（以下「転換整備施設」という。）は、Q5へ 
       

  「転換整備施設」以外の場合（以下「転換支援施設」という。）は、Q6へ 

Q5 さらに、他施設との連携強化を図り、病床機能の分化 

  ・連携の促進に特に資する施設整備である。 
      

  [具体例] 

  ・医療相談室等の地域医療連携機能を持った組織を設 

   置、拡充等を行い、地域医療連携の促進に寄与する 

   こと。 

  ・地域ネットワーク（「キビタン健康ネット」等）へ 

   の接続を行い、地域医療連携システムに参画するこ 

   と。 

いいえ 

補助基準額は、補助対象経費表の「施設 

整備」における「連携型区分２-１」の 

額となります。 

はい 

補助基準額は、補助対象経費表の「施設 

整備」における「連携型区分２-１」の 

額となり、さらに加算として、加算額が 

基準額に加算されます。 
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Q6 連携する病院の中に「転換整備施設」がある。 いいえ

補助対象ではありません。 はい 

Q7 さらに、他施設との連携強化を図り、病床機能の分化 

  ・連携の促進に特に資する施設整備である。 
      

  [具体例] 

  ・医療相談室等の地域医療連携機能を持った組織を設 

   置、拡充等を行い、地域医療連携の促進に寄与する 

   こと。 

  ・地域ネットワーク（「キビタン健康ネット」等）へ 

   の接続を行い、地域医療連携システムに参画するこ 

   と。 

いいえ 

補助基準額は、補助対象経費表の「施設 

整備」における「連携型区分２-２」の 

額となります。 

はい 

補助基準額は、補助対象経費表の「施設 

整備」における「連携型区分２-２」の 

額となり、さらに加算として、加算額が 

基準額に加算されます。 

 【連携型における転換支援施設における補助対象病床について】 
     

 ① 転換支援施設における補助対象病床数は、転換整備施設が整備する「転換を行う 

   病床数」に1.5を乗じた数を上限とする。 

   ⇒【連携型イメージ１】 

   ② 1.5を乗じた数の上限を超えた場合は、本事業の補助対象とはならない。 

   ⇒【連携型イメージ２】 

 【協定書及び連携計画書の提出について】 
  

   本事業の実施にあたり、複数病院との医療連携による当該病床の位置づけ及び 

  病床数を明記した協定書、連携計画などを補助申請時に提出すること。  
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【連携型イメージ １】 

転換整備施設 

 急性期⇒回復期（100床） 

転換支援施設 

 急性期⇒急性期（30床） 

転換支援施設 

 急性期⇒急性期（120床） 

100*1.5 ≧ 150（30+120） 
    

 ※Ⓑ、Ⓒとも補助対象となる。 

Ⓐ Ⓑ Ⓒ 

転換整備施設 

 急性期⇒回復期（100床） 

転換支援施設 

 急性期⇒急性期（150床） 

転換支援施設 

 急性期⇒急性期（100床） 

100*1.5 ＜250（150+100） 

Ⓐ Ⓑ Ⓒ 

【連携型イメージ ２】 

※転換整備施設が整備する「転換を行う病床数」の1.5を乗じた

数を超えているため、Ⓑ、Ⓒともに補助対象とはならない。 
     

※また、同一の機能転換におけるⒶとⒷ、ⒶとⒸという連携型の

同時補助申請は認められない。 
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